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【要旨】

本研究では、凍害・塩害の複合劣化を受けた壁高欄の機能を適切に維持することを目的とし、壁高欄の衝撃耐

荷力の評価技術の提案、点検・診断技術と補修・補強対策の提案を行う。平成 26 年度は、(1)複合劣化した試験

体の衝撃載荷実験、(2)衝撃耐荷力の評価技術の検討、(3)衝撃耐荷力の診断技術の検討、(4)補修工法の検討およ

び補強対策時の衝撃耐荷力向上効果の検証を行った。(1) 複合劣化した試験体の衝撃載荷実験では、凍害劣化程

度を変化させた小型 RC 梁の静的および漸増繰り返し衝撃実験を実施し、凍害劣化した RC 梁の衝撃耐荷性能を

把握した。(2)衝撃耐荷力の評価技術の検討では、複合劣化した壁高欄を用い、凍害を受けたコンクリートの圧縮

特性、凍害・塩害を受けたコンクリートと鉄筋の付着特性を検討した。 (3) 衝撃耐荷力の診断技術の検討では、

複合劣化した壁高欄を用いた構造試験および材料実験から、リスクマトリクス等を用いた診断結果の判断方法を

検討した。(4) 補修工法の検討および補強対策時の衝撃耐荷力向上効果の検証では、複合劣化進行過程に着目し、

外観上の劣化パターン毎に材料の劣化状況を整理することで、補修・補強が必要となる劣化程度を検討した。
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1．はじめに 

積雪寒冷地のコンクリート製車両用剛性防護柵（以

下、壁高欄）は、沿岸地域の飛来塩分や凍結防止剤、

融雪水の影響を受け、凍害と塩害による複合劣化が生

じやすい。平成 23 年度より現場調査を行い、北海道

の壁高欄、地覆の劣化状況を整理した 1)。その結果、

調査対象とした橋梁の約 40%に壁高欄の変状が見ら

れ、その約半数に鉄筋露出やコンクリートの浮きが生

じていることがわかった。壁高欄は、車両衝突時に弾

性的な挙動をするように設計されており、複合劣化に

よってその性能が低下すれば、車両の高架橋や跨線橋

からの逸脱やそれに伴う第三者被害を引き起こす危険

性がある。このため、複合劣化を受けた壁高欄の耐衝

撃性の推定に必要な判断指標を提供する点検・診断技

術を確立すると同時に、壁高欄の性能低下の程度に応

じた補修・補強対策を提案していくことが重要である。 

平成 26 年度は、①凍害・塩害の複合劣化を受けた

壁高欄の衝撃耐荷力の評価技術の提案を目的とし、複

合劣化した壁高欄を模擬した試験体の衝撃載荷実験、

複合劣化を受けた壁高欄の衝撃耐荷力の評価技術の検

討を行った。また、②凍害・塩害の複合劣化を受けた

壁高欄の衝撃耐荷力の点検・診断技術と補修・補強対

策の提案を目的に、点検や簡易な現場調査による衝撃

耐荷力の診断技術の検討、補修工法の検討および実験

による補強対策時の衝撃耐荷力向上効果の検証を実施

した。

2．凍害劣化した RC 梁の衝撃載荷実験 

2．1 実験概要 

図-1に示す RC 梁について、衝撃載荷実験を実施し

た。試験体一覧を表-1に示す。試験は、凍害劣化の有

無（N：健全、D：凍害劣化）と載荷方法（S：静的載

荷、I：衝撃載荷）を要因とし、合計 4 体について実施

表-1 試験体一覧 

試験体名 相対動弾性係数(%) 載荷方法

N-S 
100 

静的

N-I 衝撃

D-S 82.6 静的

D-I 81.3 衝撃
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した。静的載荷実験は 0.12mm/分の載荷速度の変位制

御で行い、荷重と載荷点変位を測定した。 

衝撃載荷実験については、初期および増分落下高さ

を 100mm とする漸増繰り返し載荷とし、質量 20kg、

先端直径 60mm の鋼製重錘を所定の高さから梁のス

パン中央部に自由落下させて実施した。なお、梁の両

支点部は回転を許容し、浮き上がりを拘束するピン支

持に近い構造になっている。また、梁の終局について

は、既往研究 2)～4)を参考にし、載荷点での残留変位の

合計が試験スパン（900mm）の 2%に達した時点と定

義した。計測項目は、0.01ms 毎の重錘衝撃力および

支点反力、高速度カメラで撮影された画像から載荷点

変位を算出した。 

 RC 梁の使用材料について、鉄筋には D6（SD295）

を用いた。また、コンクリートの示方配合は表-2に示

すとおりであり、セメントには早強ポルトランドセメ

ントを用いた。RC 梁は 4 週間気中養生した後、端部

を保護し、6 週後に凍結融解試験を開始した。 

2．2 凍害による劣化程度 

 RC 梁は、気中凍結水中融解により凍害劣化させた。

スパン中央の断面中心部の温度で試験を管理し、-18℃

から 5℃を 1 サイクルとした。また、凍結融解作用に

よる影響からRC梁端部を保護するため、両端100mm

をポリスチレンフォームで覆った。 

凍害による劣化程度は、断面方向（距離=60mm）

に透過した超音波伝搬速度から、相対動弾性係数を算

出することで決定した。図-2に凍害劣化した RC 梁の

相対動弾性係数の分布を示す。梁断面の上下で差はあ

るが、軸方向には比較的一様な分布になった。このこ

とから、RC 梁の相対動弾性係数は、すべての測定値

の平均とした。 

表-2 コンクリートの示方配合 

W/C s/a 
単位量 (kg/cm3) 

C W S G AE 

57 55 275 157 886 1117 C×1%

※最大粗骨材寸法 25mm、スランプ 11cm、空気量 1.8% 

 

表-3 コンクリートの力学特性 

試験種類 No. 
圧縮強度 

f ’c (N/mm2) 

静弾性係数 

Ec (kN/mm2) 

N 

1 34.3 22.8 

2 30.8 14.7 

3 26.1 19.3 

4 26.7 23.1 

5 35.6 22.5 

平均 30.7 20.5 

D 

1 26.0 11.1 

2 20.7 7.9 

3 30.1 16.6 

4 26.1 16.0 

平均 25.7 10.3 
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コンクリートの力学特性は、上下鉄筋の間から超音

波測定と同方向（深さ 60mm）に採取したφ25mm の

コアの圧縮試験を実施し、確認した。なお、両端部は

石膏によりキャッピングし、平滑にした。試験結果を

表-3に示す。これより、コア径が小さいため結果のば

らつきが大きいが、凍害劣化を受けたコンクリートで

は、相対動弾性係数の低下とともに、圧縮強度の平均

は約 20％、静弾性係数の平均は約 50％低下した。 

2．3 凍害劣化した RC 梁の静的耐荷挙動 

 図-3に荷重と載荷点変位の関係を示す。凍害を受け

ていない N-S 試験体では、主鉄筋降伏後、圧縮縁のコ

ンクリートが圧壊し、曲げ引張破壊を生じた。一方、

凍害を受けた D-S 試験体では、N-S 試験体同様、曲げ

引張破壊により終局に至ったものの、主鉄筋降伏まで

曲げ剛性の明確な変化は見られず、両者の主鉄筋降伏

時および最大荷重は同程度となった。 

 図-4に載荷実験終了後のひび割れ状況を示す。載荷

により生じたひび割れを比較すると、凍害を受けた

D-S 試験体の方が、ひび割れの発生範囲が支点方向に

広がる傾向が見られた。これは、載荷前、凍害を受け

ることにより生じたひび割れが影響し、コンクリート

の劣化とともに付着も低下しつつあると考えられる。

コンクリートの相対動弾性係数の低下程度、凍害を受

ける部分によって、曲げ挙動や破壊モードが変化する

との指摘もあり、今後、さらに凍害劣化の進行した RC

梁の耐荷挙動も確認する必要がある 15)。 

2．4 凍害劣化した RC 梁の衝撃耐荷挙動 

 図-5 に、(a)重錘衝撃力、(b)支点反力、(c)載荷点

変位の最大値と重錘の落下高さ H の関係を示す。 

 図-5(a)より、落下高さ H が増加すると、健全な試

験体（N-I）、凍害劣化した試験体（D-I）ともに重錘

衝撃力は増加した。そして、N-I 試験体では H=500mm、

D-I 試験体では 300mm で最大となり、凍害劣化した

試験体の方が小さくなった。 

 図-5(b)より、いずれの試験体においても、支点反力

は落下高さ H の増加とともに単調に増加した。また、
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凍害劣化したD-I 試験体の支点反力の方がわずかに小

さくなった。 

 図-5(c)より、いずれの試験体でも、落下高さ H を

大きくすると載荷点変位は増加し、凍害を受けた D-I

試験体の載荷点変位の方が大きくなる傾向が見られた。 

 図-6 に、衝撃載荷実験後のひび割れ状況について、

重錘の落下高さ H 毎に示す。 

N-I 試験体では、H=100mm で数本のひび割れが発

生し、H=300mm でスパン中央付近のひび割れが上縁

に達した。その後、落下高さ H の増加に伴い、スパン

中央部上縁のコンクリートの圧壊、ひび割れ幅の拡大、

下縁コンクリートの剥離が生じ、H=600mm で終局に

至った。 

また D-1 試験体では、梁下縁から発生するひび割れ

だけでなく、細かなひび割れが梁全域に発生した。こ

れは、凍害を受けたことで発生していた微細なひび割

れが、衝撃荷重の載荷によって目視できる程度のひび

割れに進展した可能性がある。 

2．5 2 章のまとめ 

今回、漸増繰り返し載荷としたため、N-I 試験体、

D-I 試験体ともに、重錘が直接当たる上縁やスパン中

央部分に損傷が集中する傾向が見られた。よって、今

後、単一衝撃載荷実験の実施、さらに凍害劣化が進行

した RC 梁の衝撃載荷実験を実施し、最大衝撃力を評

価する必要がある。 

 

3．複合劣化進行過程に着目した実験的検討 

3．1 実験概要 

 北海道内で約40年間供用され、撤去された壁高欄を

対象とした。橋長412mの高架橋の両側に、RC床版と

一体で現場打ちされた直壁型のコンクリート製車両用

剛性防護柵であり、凍害と凍結防止剤散布による塩害

の複合劣化を受ける環境下に置かれていた。壁高欄の

概要を図-7に示す。路面より上部を幅2mに切断し、調

査に用いた。 

 コンクリートの設計基準強度は24N/mm2、鉄筋の種

類は縦、横方向ともにSD295である。また、供用期間

中、数回にわたり表面被覆による補修が施されている。

しかし、建設時の強度、補修時期や回数についての情

報は得られなかった。 
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 外観上の劣化パターンが異なる 9 か所を抽出し、劣

化調査を実施した。図-8に目視と打音調査から得られ

た外観変状を示す。また、劣化調査に先立ち、横方向

鉄筋を主鉄筋に見立てて切り出した梁型試験体（図-7

に示す梁 1～4）の載荷実験を実施している。よって、

4 体の梁から得た結果で 1 体の壁高欄の劣化程度を評

価することにする。 

3．2 実験結果 

3.2.1 コンクリートの劣化 

 各梁から 4 本以上のコア（φ50×100mm）を採取

し、圧縮試験を行い、圧縮強度 f'c と静弾性係数 Ec を

測定した。f'cと Ecの関係を主な外観上の劣化パターン

によって分類した結果が図-9である。なお、図には健

全なコンクリートの特性を表す参考値として、コンク

リート標準示方書の関係 5)も示した。 

 この結果、壁高欄から採取したコンクリートの圧縮

強度は、ほぼすべての結果が設計基準強度を上回って

いた。次に外観上の劣化パターンに着目すると、コン

クリートの浮きが生じた壁高欄では、比較的、示方書

の関係に近いが、それ以外は大きく離れ、圧縮強度に

対して静弾性係数が小さい傾向が見られた。 

 このような結果を受け、以下の仮説を立てた。 

「凍害を受け、コンクリートの劣化は、図-9の破線

の矢印方向に向かって進展する（ここではf ’c =40 

N/mm2を健全な状態としている）。そして、その矢印

の勾配は凍害の影響程度を表し、凍害と塩害の組合せ

により、最終的に様々な変状が表面に現れる。」 

 つまり、図-9の矢印の勾配が凍害によるコンクリー

トの劣化程度となるが、ここでは壁高欄の初期状態が

わからないため、圧縮強度と静弾性係数の比 f ’c /Ecを

コンクリートの劣化程度と定義し、凍害と塩害の複合

劣化進行を検討することにした。 

3.2.2 鉄筋の劣化 

 壁高欄から横方向鉄筋を取り出し、JCI-SC1「コンク

リート中の鋼材の腐食評価方法」に準じて腐食生成物

を除去し、質量減少率 WL(%)＝（腐食前質量－除錆後

質量）／腐食前質量×100）を測定した。 

 壁高欄毎の鉄筋かぶりの差が大きかったことから、

鉄筋の質量減少率 WLをコンクリートかぶり（コンク

リート表面から横方向鉄筋中心までの距離 C (cm)）で

除した値を用いた。つまり、経過時間が同じであれば、

コンクリートかぶりCが小さいほど鉄筋の質量減少率

WLが大きくなる傾向を評価するためである。 

車道側（roadway side：r）と車道反対側（opposite 

side：op）それぞれについて、主な外観上の劣化パタ

ーンで整理した（図-10）。図より、WL/C 値によって

外観上の劣化パターンをある程度分類することができ

た。よって、今後の検討では WL/C 値を鉄筋の劣化程

度の指標として用いることにする。 

3．3 複合劣化の進行予測 

 鉄筋の劣化程度 WL/C とコンクリートの劣化程度

f ’c/Ec の関係を外観上の劣化パターンで分類した結果

を図-11に示す。外観上の劣化パターンは A)コンクリ

ートの浮き、B)コンクリートの剥落またはさび汁、C)

軽微な変状または変状なしの 3 パターンで分類した。 

 縦軸については、重量減少率が高くなるほど WL/C
値が増し、鉄筋の劣化進行を意味するため、WL/C 値

が高くなると壁高欄側面に何らかの変状が生じ、変状

のない壁高欄側面の WL/C 値は低くなった。次に、横

軸の f ’c/Ec 値については、壁高欄のコンクリートの静

弾性係数 Ec が大きく低下したことから、f ’c/Ec 値は増
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加する傾向が見られた。一方、全国の調査結果を基に

した示方書式 5)では、コンクリートの圧縮強度 f ’cの低

下に伴う静弾性係数 Ecの低下は小さく、f ’cが設計基準

強度24 N/mm2から最大の測定値35 N/mm2であれば、

f ’c/Ec値は 0.96～1.19 となる。 

外観上の劣化パターン毎の f ’c/Ec 値を見ると、コン

クリートの浮きが生じる場合は示方書式に近く、それ

以外の劣化パターンでは f ’c/Ec 値は大きくなる傾向が

見られ、コンクリートの剥落、さび汁の発生を区別す

ることは困難であった。以上から、コンクリートの劣

化進行により f ’cと Ecの比が変化し、さらに鉄筋の劣

化も進行することで、コンクリートの浮きとは異なる

変状が表面化したと予想される。 

図-11を 3 次元化し、時間 t を考慮すると図-12が得

られる。ただし、本研究で対象とした壁高欄の過去の

劣化調査結果はないため、t=0 年と 40 年を直線で結ん

だ簡易な図である。 

3 次元化は次のように行った。まず、z 軸を時間 t
とし、t=40 年の劣化の状況として図-11の結果をプロ

ットした。そして、建設時の健全な状態を表す原点は、

WL =0 より WL/C=0、f ’c =24 N/mm2（設計基準強度）

と仮定した示方書式から f ’c/Ec =0.96 とし、原点と 40

年経過後の劣化状況を直線で結んだ。さらに、図-11

の領域 C)は「変状なし」を含み、比較的健全な状態と

判断し、t=0 の面に投影した。これにより、囲まれた

領域は 3 つに分けられ、「A：コンクリートの浮きが発

生する領域」、「B：コンクリートの剥落またはさび汁

が発生する領域」、「C：軽微な変状または変状のない

領域」となる。 

この図は、凍害と塩害による複合劣化を受け、40 年

後に図-11 の外観上の劣化パターンとなる壁高欄の劣

化進行経路の集合と考えることができる。つまり、図

-12中に示した赤矢印のように、領域 C から領域 A へ

と複合劣化が進行するとコンクリートの浮きが発生し、

領域Cから領域Bへと劣化が進行するとコンクリート

の剥落またはさび汁が生じる、という進行経路を合わ

せた領域を示している。 

3．4 3 章のまとめ 

 北海道で凍害と塩害の複合劣化を受けた壁高欄の劣

化調査を実施し、以下の結果が得られた。 

(1) コンクリートの劣化程度を表す f ’c/Ec値、鉄筋の劣

化程度を表す WL/C 値を提案した。 

(2) 複合劣化の進行過程に着目し、WL/C と f ’c/Ecの関

係を外観上の劣化パターンで分類することにより、

凍害によりコンクリートの圧縮強度f ’cと静弾性係

数 Ecの比が変化し、さらに塩害を受けることで外

0.0
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観上の劣化パターンが変化する可能性があること

を示した。 

(3) コンクリートの浮きが発生する場合の f ’c/Ec値は、

他の外観上の劣化パターンの場合と異なる傾向が

見られた。 

 

4．複合劣化した RC 構造の維持管理に関する検討 

4．1 性能低下マトリクスの提案 

 RC構造の維持管理における補修・補強等の対策を判

断するとき、維持管理限界の設定が必要となる。維持

管理限界には、構造物としての性能、あるいは性能と

劣化の関係が明らかであれば、劣化程度が用いられる。

ただし、構造物の劣化程度と性能低下程度の関係には

図-13、図-14の性質がある。両図の(a)は時間経過に伴

い、劣化程度と性能低下程度が増加する様子を示し、

それを劣化程度と性能低下程度の関係に変換したのが

(b)である。図-13は劣化程度を表す指標によって影響

を及ぼしやすい性能が異なること、図-14は性能によっ

て影響されやすい劣化指標が異なることを表している。

つまり、着目する性能、劣化を評価する指標によって、

劣化程度と性能低下の関係は異なる。 

 示方書6)の定義より、維持管理とは「構造物の供用

期間において、構造物の性能を所要の水準以上に保持

するためのすべての行為」であり、概念的には図-15

のように示される。この行為がマトリクスを用いたリ

スク対策に類似していることに着目し、維持管理とリ

スクの関連性を検討した。 

 リスクマトリクスは、図-16のようにリスク事象の発

生確率と危害の程度の関係で表され、危害の程度を小

さくする（矢印A）、あるいは発生確率を下げる（矢印

B）ことによりリスク対策する。これは、図-15におけ

る矢印A、Bの方向と同じであることがわかる。 

 次に図-15と図-16の座標軸の対応について検討した。

維持管理におけるリスクとは、「時間経過を伴う劣化進

行により構造物の性能が低下すること」と定義すると、

横軸は劣化進行が性能に与える危害の程度であり、図

-15に対応している。そして、縦軸は図-15では時間、

図-16では発生確率となるが、維持管理とリスク対策の

方向が同じになるのは次の理由がある。 

① 時間が短いと高頻度、長ければ低頻度で発生する

リスク事象を意味し、発生確率とはもともと時間

の概念を含んでいる。 

② 維持管理では、時間とともに性能が低下するリス

クを受け入れている。 

以上より、図-16における矢印Aは性能を回復あるい

は向上させる行為、矢印Bは矢印Aの行為によって性能

低下が維持管理限界あるいは要求性能に達するまでの

時間を延長する行為を表すことがわかる。これは、示

方書6)の維持管理の定義とも一致している。したがっ

て、維持管理におけるリスクマトリクスは、時間（下

向きに経過）と性能低下程度の関係で表されることが

わかった。 

リスク対策のポジションを決定するため、図-17を

用いる。時間と性能低下程度の関係（性能低下曲線）



14.2 凍害・塩害の複合劣化を受けた壁高欄の衝撃耐荷力向上対策 
に関する研究 

 - 8 -

の条件は、予定供用期間に達すると、性能が要求性能

まで低下すると仮定するのが合理的である。この場合、

要求性能よりも低下程度が大きくなるリスクは回避し

なければならず、予定供用期間に達しても要求性能を

満たしているリスクは保有できる。そして、予定供用

期間に達し、要求性能を満足しなければ、リスクを移

転しなければならない。さらに、それ以外の領域では、

性能低下曲線と比較し、性能低下が大きい場合はリス

ク低減、小さくなる場合のリスクは受け入れているた

めリスク保有の領域となる。結局、リスク低減の領域

で、構造物の性能を回復・向上させる対策を講じるこ

とが維持管理となる。 

さらに、時間の経過に伴い劣化が進行することを考

慮すれば、最終的に維持管理におけるリスクマトリク

スは図-18のように得られる。これを、「劣化したRC

構造の性能低下マトリクス」と呼ぶことにする。本マ

トリクスの縦軸を劣化進行の程度（以下、劣化程度）

とすることで、劣化に関する調査結果を直ちに反映さ

せることができる。 

4．2 複合劣化した RC 構造の調査結果の適用 

4.2.1 調査結果 

 3 章と同じ図-7に示す壁高欄を調査し、その結果を

提案した性能低下マトリクスに適用する。調査した壁

高欄は図-8 に示す H24-6、H24-12、H25-1、H25-2

の 4 体である。RC 構造の性能に関する調査項目は、

外観変状と曲げ耐荷性能、材料の劣化を表す指標はコ

ンクリートの力学特性、鉄筋の質量減少率とした。な

お、外観変状は目視と打音により調査し、曲げ耐荷性

能は図-7に示す梁試験体の載荷試験から測定した。さ

らに、コンクリートの力学特性は、各梁試験体より採

取したコンクリートコアの圧縮試験から、測定した圧

縮強度を用いて示方書式 5)から推定されるコンクリー

トの静弾性係数Ecstと実験値Ecの比Ec/Ecstを用いた。

試験結果の一覧を表-4に示す。 

 調査した壁高欄の中で、H25-2 の外観変状は、車両

反対側にひび割れが発生していただけで、他の壁高欄

表-4 壁高欄の調査結果 

試験体名 

材料の劣化程度 構造の性能低下程度 

コンクリート 鉄筋 
外観 

曲げ耐荷性能 

f ’c Ec/Ecst fy fu 伸び WL Mye/Mya Mue/Mua

H24-6 

1 ○ × × ○ × × × ｺﾝｸﾘｰﾄの 

はく落および

浮き 

△ ○ 

3 ○ △ ○ ○ × × × ○ ○ 

4 ○ △ ○ ○ × △ × ○ ○ 

H24-12 

1 ○ △ ○ ○ -- △ × 

ｺﾝｸﾘｰﾄの浮き 

○ ○ 

3 ○ △ ○ ○ × △ × ○ ○ 

4 ○ △ ○ ○ × ○ × ○ ○ 

H25-1 

2 ○ × ○ ○ ○ △ × 

さび汁 

○ ○ 

3 ○ × ○ ○ × △ × ○ ○ 

4 ○ × ○ ○ ○ △ × ○ ○ 

H25-2 

2 ○ △ ○ ○ ○ △ ○ 

なし 

○ ○ 

3 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

4 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

※レベル分類 

コンクリート（f ’c：圧縮強度，Ec：静弾性係数，Ecst：f ’cから推定した静弾性係数） 

f ’c：○（f ’cd以上）、×（f ’cd以下）（f ’cd =設計基準強度） Ec/Ecst：○（0.8 以上）、△（0.6～0.8）、×（0.6 以下） 

鉄筋（fy：降伏強度、fu：引張強度、WL：質量減少率(%)） 

fy、fu、伸び：○（JIS 規格を満たす），×（JIS 規格を満たさない） WL：○（0～2）、△（2～5）、×（5 以上） 

ここで JIS 規格（SD295）：fyは 295(N/mm2)以上、fuは 440～600(N/mm2)、伸びは 16(%)以上 

曲げ耐荷性能（My：降伏曲げモーメント、Mu：終局曲げモーメント、添え字 a：理論値、e：実験値） 

Mye/Mya、Mue/Mua：○（1.2 以上）、△（1.0～1.2）、×（1.0 以下） 
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に比べると軽微であった。さらに、鉄筋の質量減少率

も比較的低かったことから、H25-2 は主として凍害を

受けたもの、それ以外の 3 体は凍害と塩害の複合劣化

を受けたものと考えた。そして、調査結果を反映させ

た各性能低下マトリクスを比較することにより、複合

劣化の傾向を検討する。 

4.2.2 性能低下マトリクスへの適用 

 性能低下マトリクスに調査結果を反映させると図

-19と図-20が得られた。それぞれ、材料毎、性能毎に

整理し、維持管理すべきリスク低減の領域を決定した

（網掛け部分）。なお、リスク低減の領域は次の方法で

決定した。 

① リスク低減と回避の境界の決定：要求性能を満足

するかどうかを判断する境界である。第三者影響

度については，ひび割れ発生以外は要求性能を満

足しないと考えた。また，安全性では，実験値が

理論値以下となる場合，要求性能を満足しないと

した。 

② リスク低減と保有およびリスク回避と移転の境界

の設定：予定供用期間に達したかどうかを判断す

る境界である。本調査結果は，約 40 年供用し，撤

去された壁高欄から得られたものであり，リスク

移転の対策を行ったと考えた。よって，安全側に

判断し，先に決定したリスク回避と移転に相当す

る領域の調査結果の中で，劣化程度の最小値（最

も劣化が進行していない点）を含む領域をリスク

移転とした。 

 図-19と図-20のリスク低減の領域を比較すると、第

三者影響度に関する結果が大きく異なった。図-17 に

示したように、リスク低減は性能低下曲線を含む領域

であり、性能低下曲線は各図の赤色矢印で示すことが

できる。そして、マトリクスは時間と性能低下程度の

関係でもあることから、この矢印の勾配は性能が低下

する速さを表している。したがって、第三者影響度に

ついては、凍害のみを受ける場合より、凍害と塩害の

複合劣化を受ける RC 構造の方が早期に要求性能を満

足しない変状が生じることがわかる。さらに、図-20

の第三者影響度と安全性を比較すると、材料の劣化程

度が同じであっても、安全性より第三者影響度の方が

早い段階で性能低下が生じることがわかる。以上のこ

とから、車両の衝突を想定した施設である壁高欄では、

第三者に危害を及ぼす恐れのあるコンクリートの浮き

発生を維持管理限界として設定する管理計画が考えら

れる。 

 次に、リスク低減の領域について、劣化程度を表す

指標毎に見れば、性能低下に影響を及ぼしやすい劣化

指標を判断することができる。ただし、今回の結果は、

各材料の劣化程度を表す指標が 1 つであるため、今後、

他の劣化指標についても検討する予定である。 

4．3 性能低下マトリクスを用いた維持管理 

劣化した RC 構造の性能低下マトリクスには、以下

の特徴がある。 

① 劣化程度を表す指標が同じで、異なる性能を比較

した場合、性能によって低下の速さが異なること

を表すことができる。 

② 同じ性能に関して、異なる劣化指標で比較した場

合、劣化指標によって性能低下への影響が異なる

ことを表すことができる。 

これらの特徴から、次に示す方法で性能低下マトリ

クスを維持管理に利用することができると考えられる。 
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 ①の特徴から、種々ある性能の中で早く低下する

性能からリスク低減の対策を取る等、要求性能の

優先順位を設定して、構造物を維持管理できる。

よって、合理的かつ経済的な維持管理計画に役立

てられる可能性がある。 

 ②の特徴から、性能低下に影響しやすい劣化指標

の決定に役立つ。図-19、図-20に示すように、劣

化指標の異なる性能低下マトリクスを作成する

ことで、性能評価に適した劣化指標を選択できる。 

4．4 4 章のまとめ 

 本研究では、劣化進行により構造物の性能が経時的

に低下することを維持管理におけるリスクとして捉え

た。そして、材料の劣化程度、構造の性能低下程度、

時間を関連付ける、劣化した RC 構造物の性能低下マ

トリクスを提案した。さらに、本マトリクスに、凍害

と塩害で複合劣化した壁高欄の調査結果を適用した結

果を考察し、RC 構造物の維持管理に性能低下マトリ

クスを適用する利点を示すことができた。今後、実験

データの充実を図り、性能評価に適した劣化指標を決

定し、壁高欄の合理的な維持管理計画に役立てたい。 

 

5．凍害を受けるコンクリートの力学特性 

5．1 実験概要 

 本研究では、構造物の変形や耐荷力算定の際に必要

となる圧縮を受けるコンクリートの構成則に着目し、

凍結融解作用がコンクリートの力学特性（応力－ひず

み関係、圧縮強度、弾性係数）に与える影響について

検討した。 

 対象は 3 章の図-7、図-8に示す壁高欄で、外観上の

劣化パターンが変状なし、ひび割れ、さび汁、コンク

リートの浮き、コンクリートの剥落を生じていた 9 体

である。最近の研究で、モルタルの力学特性に凍結防

止剤の浸透が影響するとの報告 7)もあるが、本研究で

はコンクリートの力学特性を変化させる主たる要因と

して凍結融解作用に着目する。 

壁高欄からコンクリートコア（φ50×100 mm）を

採取し、圧縮試験を行い、圧縮強度、静弾性係数、最

大応力までの応力－ひずみ関係（ただし、H24-6、11、

12 は応力－ひずみ関係の結果なし）を測定した。なお、

静弾性係数は、応力－ひずみ関係における圧縮強度の

1/3 の点とひずみ 50μの点の傾きとした。また、コン

クリートコアは、壁高欄に配筋された横方向鉄筋（図

-7参照）の周辺から 4 個以上を採取した。よって、壁

高欄 1 体あたり 16 個以上、データ総数は 166 個であ

る。 

5．2 圧縮試験結果 

 圧縮強度 f ’cと静弾性係数 Ecの関係を図-21に示す。

なお、コンクリートの初期状態の情報が得られなかっ

たため、示方書の関係 5)も併記した。 

圧 縮 強 度 f ’c に つ い て は 、 設 計 基 準 強 度

f ’cd=24N/mm2 を上回るデータが全体の約 90%であっ

た。一方、示方書式の左側に位置するデータが多かっ

たことから、圧縮強度に対して静弾性係数が低下する

傾向が確認された。さらに、約 80%のデータが、示方

書の f ’c=24N/mm2に対応する Ec=25 kN/mm2以下と

なったことから、静弾性係数は凍結融解作用の影響を

受けやすいと考えられる。 

5．3 凍害がコンクリートに与える影響 

 凍結融解作用がコンクリートの圧縮特性に与える影

響は、圧縮強度に対しては小さく、静弾性係数に対し

ては大きい。これら 2 つの現象を満足する圧縮応力－

ひずみ関係について考える。例えば、凍害劣化しても

f 'c0
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図-22 凍害の影響の概念図

図-23 凍害を受けたコンクリートの応力－ひずみ関係
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圧縮強度 f ’c0 は変化しないと仮定すると、静弾性係数

Ec0は大きく低下するため、図-22に示す概念図のよう

に f ’c0時のひずみ ε’c0は増加する。 

 そこで、コンクリートの応力－ひずみ関係を次のよ

うに定義する。コンクリートの圧縮強度は f ’c0 から

f ’cn=αf ’c0（0≦α≦1）に、圧縮強度 f ’cn時のひずみは

ε’c0から ε’cn=ε’c0+ε’FTになる。つまり、圧縮強度の低下

率αとひずみの増加分 ε’FTを凍結融解作用がコンクリ

ートに与えた影響と考える。さらに、ひずみの増加分

ε’FT を初期ひずみとして考えると、コンクリートの応

力－ひずみ関係は図-23 の青線のように表され、凍結

融解作用の影響を実線から点線への移動によって表す

ことができる。ここで、応力－ひずみ関係は、2007

年制定コンクリート標準示方書 8)の圧縮強度 f ’c0 まで

を 2 次曲線で近似した関係を参照した。このように凍

害 の 影 響 を 初 期 ひ ず み と し て 捉 え れ ば 、

Ec0=25kN/mm2 から 10kN/mm2 に低下しても（図

-22）、圧縮強度の低下率は 0.8 程度であり、5.2 節の

実験結果と同様の傾向を示す。 

 1 軸圧縮を受けるコンクリートの典型的な力学特性

について文献 9)を参考にすれば、0.75f ’c0以上の圧縮応

力を受けると、系が不安定になりコンクリートは破壊

へと向かう。ただしここでは、簡単のため f ’c0 まで系

の安定が保たれると仮定し、ポストピーク挙動につい

ては考慮しないこととする。 

 コンクリートの圧縮試験において、最大荷重 P とそ

の時の変位 δについて考える。健全なコンクリートの

場合の最大荷重を P0、その時の変位を δ0、凍結融解作

用を受けたコンクリートの最大荷重を Pn、変位を δn

とする。このとき、各コンクリートの外力のポテンシ

ャルエネルギ W0 と Wn は、それぞれ以下のように表

すことができる。 
    VfLA'fPW cccc  0000000   (1) 

   
  Vf

LAfPW

FTcc

cncnnnn







00

      (2) 

なお、V は断面積 A、長さ L の試験体の体積である。 

 凍結融解作用を受けてもコンクリートの最大荷重作

用時のポテンシャルエネルギは変化しないと考えると、 
00  nWW                (3) 

式(3)に式(1)、(2)を代入すると、以下が得られる。 
  01 0  FTc            (4) 

5．4 凍害を受けたコンクリートの圧縮強度と静弾性

係数の関係 

 すべてのコンクリートコアの圧縮試験における外力

のポテンシャルエネルギ Wn を算出し、ヒストグラム

を作成した。その結果、正規分布を成していると判断

できたことから、Wn の平均値を式(1)の W0 に代入し

た。ここでは、建設時のコンクリートの特性が分から

ないため、健全なコンクリートの最大荷重作用時のひ

ずみ ε’c0=2000μとし、圧縮強度 f ’c0=32.4N/mm2と推

定した。 

 凍結融解作用を受けたコンクリートの圧縮強度 f ’cn
と弾性係数 Ecn の関係を図-24 に青色の実線で示す。

なお、この関係は次式で表される。 

cncn Ef 6                (5) 

既往研究 10)で解析的に検討されているように、静弾

性係数 Ecnを左右する初期ひずみ ε’FTは、凍結融解作

用の影響を表す一つの指標になると考えられる。 

5．5 5 章のまとめ 

 本研究では、凍結融解作用がコンクリートに与える

影響を圧縮強度の低下率αと初期ひずみ ε’FTで表し、

さらにその作用を受ける前後でポテンシャルエネルギ

が保存されると考えることにより、実験結果の傾向を

捉えることができた。そして、一橋梁から得られたデ

ータではあるが、凍結融解作用を受けたコンクリート

の圧縮強度 f ’cn と弾性係数 Ecn の関係を導くことがで

きた。今後、さらに実験データを蓄積し、凍結融解作
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用を受けたコンクリートの応力－ひずみ関係を提案し

たい。 

 

6．凍害と塩害の複合劣化を受けたコンクリートと鉄

筋の付着に関する研究 

6．1 実験概要 

 ここでは、将来、凍害と塩害の複合劣化を受ける壁

高欄のはく落発生を予見することを目標とし、付着力

低下がその判断基準となる可能性を実験的に検討した。

また、実際に凍害と塩害の複合劣化を受けた壁高欄（図

-7参照）を適用し、偏心軸引張力を作用させる両引き

付着試験方法も検討の対象とした。 

6．2 劣化調査結果 

 壁高欄の車道側と車道反対側について目視と打音調

査を実施し、外観の劣化状況を確認した。調査結果を

図-25 に示す。なお、主に一方の面に変状が生じてい

たことから、その面のみ図に示した。また、すべての

壁高欄の車道側は表面被覆によって補修され、車道反

対側については、H24-1 のみ繊維メッシュによる補修

が施されていた。 

 コンクリートの特性は、コア（φ50×100mm）の圧

縮試験と割裂引張試験から、圧縮強度 f ’c、静弾性係数

Ec、引張強度 ftを把握した。結果を表-5に示す。なお、

コア採取位置による違いは見られなかったことから、

表-5にはコア 16 個の平均値を示した。 

 すべての f ’cは壁高欄の設計基準強度 f ’cd=24N/mm2

を十分に上回っていた。また、Ec、ft については、示

方書式 5)を用いて f ’cから推定した値と比較した（表-5）。

これより、すべての実験値は f ’cから推定される ftより

も大きかったが、Ec は示方書の推定値と比べると、

H24-1 では 12%、H25-3 では 19%、H25-10 では 15%

低くなった。この Ecの傾向は、5 章に示す実験結果と

同様であった． 

 鉄筋について、横方向鉄筋の質量減少率（腐食前質

量に対する腐食による質量減少の割合(%)）を測定した

結果を表-6 に示す。鉄筋はすべて異形鉄筋 D16（種

類：SD295A）であり、下線は図-25 の面に対応して

いる。 

 外観変状は、壁高欄の片面に生じていたが、横方向

鉄筋の質量減少率はそれを反映せず、外観に変状が現

れていなかった面の鉄筋の質量減少率の方が高い場合

もあった。 

6．3 両引き付着試験方法 

 図-7 に示す上から 2～4 番目の横方向鉄筋を含む試

験体(2)～(4)を対象とした。なお、最上部の横方向鉄筋

については、縦方向鉄筋の曲げ加工部が付着に及ぼす

影響が大きいと考え、試験対象から除外した。 

 図-25に示す面に着目し、H24-1 では車道側、H25-3

と H25-10 では車道反対側の鉄筋を対象とした。なお、

図-7 に示す設計上の配筋と比べると鉄筋位置がばら

表-5 コンクリートの特性 

壁高欄

名 

実験値 示方書 

f ’c Ec ft Ec ft 

H24-1 34.8 26.0 2.90 29.5 2.45 

H25-3 34.7 23.8 3.20 29.4 2.45 

H25-10 34.9 25.0 3.00 29.5 2.46 

※単位：N/mm2（f ’c、ft）、kN/mm2（Ec） 

 

表-6 横方向鉄筋の質量減少率 

壁高欄名 No. 側面 WL No. 側面 WL 

H24-1 

(1)
RS 3.3 

(3) 
RS 0.3 

OS 3.8 OS 2.0 

(2)
RS 1.7 

(4) 
RS 2.8 

OS 2.4 OS 1.5 

H25-3 

(1)
RS 1.4 

(3) 
RS 2.2 

OS 1.5 OS 1.9 

(2)
RS 1.9 

(4) 
RS 1.2 

OS 2.7 OS 2.2 

H25-10

(1)
RS 0.2 

(3) 
RS 0 

OS 2.9 OS 0 

(2)
RS 0 

(4) 
RS 0 

OS 2.1 OS 1.3 

※WL：質量減少率(%)，RS：車道側，OS：車道反対側 

 

表-7 鉄筋位置と断面寸法 

壁高欄名 No.
c1 

mm 

c2 

mm 

2c1 

mm 

H24-1 

(2) 45 70 93.6 

(3) 39 80 81.5 

(4) 37 90 74.6 

H25-3 

(2) 55 70 110.2 

(3) 54 65 107.4 

(4) 56 58 113.1 

H25-10 

(2) 56 76 119.4 

(3) 64 67 129.6 

(4) 72 58 144.1 

※ただし，2c1(mm)は切断後の実測値 
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ついていたため、横方向鉄筋位置 c1を実測し、試験体

幅 2c1 を図-26 に示す方法で決定した。もう一方の横

方向鉄筋位置 c2も含めて、各試験体の鉄筋位置と断面

寸法を表-7に示す。設定した幅で鉄筋と平行に切断し、

1 体の壁高欄から 3 体の試験体(2)～(4)を取り出した。

試験体の断面寸法は設定幅 2c1×200mm とし、付着試

験の対象としない横方向鉄筋を残した。これは、断面

を貫通するひび割れを防ぎ、コンクリート表面のひず

みを安定して測定し、コンクリートひずみから鉄筋の

ひずみを推定するためである。 

 次に、付着試験治具を取り付けるため、試験体の両

端のコンクリートをはつり、鉄筋の一部を露出させた。

一方には鋼板（t=9mm）を溶接して反力側とし、他方

を載荷側とした。載荷側の鋼管（内径 25mm、長さ

200mm）には、鉄筋と鋼管の隙間に膨張材を添加した

セメントペーストを充填し、鉄筋と鋼管を一体化させ

た。なお、鋼管と載荷治具を連結するため、鋼管の表

面にはネジ切りが施されている。以上の端部処理によ

り、付着試験体のコンクリート部分の長さは 1500mm

（運搬用穴の削孔により鉄筋が切断されていた試験体

H24-1-(2)と H25-3-(2)では 900mm）になった。 

 試験方法を図-27 に示す。コンクリート床に固定し

た 2 つの鋼製治具の間に試験体を設置し、鉄筋を引っ

張る方法で両引き付着試験を実施した。鋼製治具は深

さ 200mm のケミカルアンカー7 本で床に固定した。

そして、試験体の軸方向の伸びを拘束しないように丸

鋼を並べた上に試験体を置き、鉄筋の一方を反力側治

具に、もう一方をロッドにつなぎ、球座を介して手動

ポンプで引っ張った。なお、試験は鉄筋が降伏する前

の約 60kN で終了した。 

 測定項目は、鉄筋の引張力、軸方向の試験体の伸び、

コンクリートと鉄筋のひずみとした。軸方向の伸びは，

試験体の両端部の鉄筋高さ位置 4点で測定した。また、

鉄筋に作用させた引張力については、ロードセルと固

定端側の鉄筋ひずみで確認した。コンクリートの軸方

向のひずみは、引張力を与える鉄筋よりも下側で、端

部付近を除くほぼ試験体全長にゲージ長 60mm のひ

ずみゲージを隙間なく貼付して測定した。これは、上

縁からのひび割れ発生による急激なひずみ増加の影響

を低減し、安定してひずみを測定するための配慮であ

る。さらに、試験体スパン中央と、そこから軸方向に

120mm 離れた位置にもひずみゲージを貼付し、高さ

方向のひずみ分布を測定した。ただし、上縁のみパイ

型変位計（標点距離 50mm）を取り付けた。高さ方向

のひずみゲージ取付位置を図-28に示す。 

6．4 実験結果および考察 

6.4.1 軸方向のひずみ分布 

 各引張力が作用した段階での軸方向のひずみ分布と

ひび割れ状況を図-29に示す。 

 ひび割れ状況を見ると、H25-3 と H25-10 では、主

に縦方向鉄筋近傍からひび割れが発生したのに対し、

H24-1 には、さらにその間にもひび割れが発生した。

試験前から壁高欄内部に生じていたひび割れが影響し

ている様子もうかがえるが、ひび割れ間隔は H24-1 で

概ね 100mm、それ以外では 200mm 程度であり、

H25-3 や H25-10 は H24-1 に比べ、付着が低下してい

る可能性がある。 

 ひずみ分布については、ひび割れ状況と同様、H24-1

とそれ以外の傾向が異なっていた。H25-3、H25-10

では、ひび割れが多数発生した H24-1 に比べると、全

体的にひずみが小さくなった。 

 すべての試験体でひび割れは断面を貫通せず、試験

を進めることができた。ひび割れ状況とひずみ分布か

ら、ひび割れ部分のひずみが特に大きく、ひび割れ状

況を反映した結果を得ることができた。さらに、引張

力の増加とともにひずみも増加し、安定してひずみの

結果を得ることができたことから、本試験で得られた
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コンクリートのひずみ分布は、引張力を与えた横方向

鉄筋のひずみ分布を近似していると仮定することにし

た。 

6.4.2 高さ方向のひずみ分布 

 高さ方向のコンクリートひずみの分布を作用引張力

毎に示す（図-30）。図は、同じ高さに貼付した 2 ヵ所

のひずみ測定値の平均を表している。また、高さ方向

のひずみ分布の結果は 2 つに分類されたため、各壁高

欄の試験体(3)のみを示す。 

 H25-3、H25-10 については、引張力の増加に伴い、

ひずみ分布は線形に推移し、引張力 50kN までは平面

保持の仮定が成立していると考えられる。そして、ひ

ずみ分布の形状から、上に反った曲げ変形が生じてい

ることがわかる。また、引張力が増加しても、下側の

横方向鉄筋位置のひずみはほぼ 0 となり、曲げ変形を

拘束している状況がうかがえた。 

 H24-1 の場合、試験体(3)、(4)では、下縁のひずみ

を 0 とした三角形に似た分布となった。これは、表-7

に示すように、H25-3 や H25-10 と比べて、引張力を

作用させた鉄筋のかぶりが小さく、車道側に鉄筋が偏

っていたことが影響した可能性がある。また、

H24-1-(2)では、H25-3 や H25-10 と同様、下側の鉄筋

位置のひずみがほぼ 0 となった。 

 以上の結果から、本試験条件における断面のひずみ

分布は、H24-1-(3)、H24-1-(4)では下縁、それ以外で

は下側の鉄筋位置のひずみを 0とした線形で仮定する
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図-31 引張力と平均ひずみの関係
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ことにした。 

6.4.3 コンクリートと鉄筋の付着 

 鉄筋単体の引張試験と比較し、テンションスティフ

ニング効果を確認した。図-31 に引張力と平均ひずみ

の関係を示す。なお、平均ひずみとは、軸方向のコン

クリートひずみの平均である。 

 図より、すべての試験体の結果が鉄筋単体の関係を

上回り、コンクリートと鉄筋の付着によりテンション

スティフニング効果があることがわかった。 

 次に、付着によりコンクリートが負担する引張力を

算出し、各試験体のテンションスティフニング効果を

比較した。まず、コンクリートの引張力に対する負担

程度は鉄筋比や平均ひずみに影響される 11)ことに配

慮し、各試験体の断面のひずみ分布を図-32 に示すよ

うに設定した。これより、鉄筋位置とコンクリートひ

ずみの実験データから、横方向鉄筋のひずみを算出す

ることができる。なお、ひび割れ部分と付着部分を総

合的に判断し、軸方向に貼付したひずみゲージの測定

値（GH1～GHn）の平均を図-32 の εct に用い、得ら

れた εsを鉄筋の平均ひずみとした。さらに、引張力を

負担するコンクリートの面積を試験体幅 2c1×鉄筋中

心からコンクリート表面までの距離 c1の 2 倍とした。 

 以上より、鉄筋の平均ひずみ εsと引張力を負担する

コンクリートの面積 Act(mm2)が求まり、付着によりコ

ンクリートが負担する平均引張応力 σct(N/mm2)は次式

で表すことができる。 

ct

sss
ct A

εEAP
σ


             (6) 

ここで、P は鉄筋に作用させた引張力であり、As、

Esは鉄筋（D16）の公称断面積 198.6mm2と弾性係数

200kN/mm2、Actは表-7の値から求めた。 

式(6)から得られたコンクリートの平均引張応力 σct

と鉄筋の平均ひずみ εsの関係を壁高欄毎に図-33 に示

す。ただし、試験終了時にも、さらに平均引張応力の

増加の傾向を示す H24-1-(3)、H25-3-(2)、H25-10-(3)

については〇印を最大値と考えた。これは、図-32 で

仮定したように、断面内のひずみが直線分布せず、平

面保持の仮定が成立していない可能性があると考えた

からである。一方、それ以外はすべて平均引張応力の

最大値以降の軟化領域まで測定され、ひび割れがこれ

以上に発生しない定常状態にあると判断できる。また、

最大値は 1～2.5 N/mm2程度であり、σctはコンクリー

トの引張強度以上にならないこと、いずれの壁高欄で

も引張強度 ft=3 N /mm2程度であったことから（表-5）、

妥当な値であると考えられる。 

車道反対側に数本のひび割れ発生が確認された

H25-10 について、鉄筋の質量減少率が最も高かった

H25-10-(2)より H25-10-(4)の平均引張応力の方がわ

ずかに高くなった。これは、鉄筋の腐食程度の違い、

H25-10-(4)の鉄筋のかぶりが大きかったことが影響し

たと考えられる。また、 H25-10-(3)では、グラフの初

期勾配が最も小さく、載荷前に数本の断面を貫通する

ひび割れが発生していたことが影響したものと考えら

れる。なお、平均引張応力の最大値は 1～1.5 N/mm2

程度であり、引張強度の半分以下であった。鉄筋とコ

ンクリートの付着が低下すると、ひずみが平均化され、

テンションスティフニング効果が低下するとの報告

12)があり、本研究でも図-29 に示すような全体的なひ

ずみの低下が見られたことから、付着低下の可能性が

あると考えられる。 

数本のひび割れと多少の浮きが車道反対側に観察

された H25-3 について、H25-3-(3)と H25-3-(4)は非常

に似た性状を示した。これらは、鉄筋の質量減少率、

かぶりとも、同程度であったためであると考えられる。

一方、H25-3-(2)については、試験体長が短い上に、剥

落も生じていたため、試験終了まで平均引張応力が増

加する不安定な性状を示した。平均引張応力の最大値

については、1.5 N/mm2以上であり、H25-10 よりわず

20
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かに大きくなった。 

頂部からさび汁が生じていた H24-1 について、他の

2 つの壁高欄と比較すると、平均引張応力の最大値が

他の壁高欄に比べて大きく、H24-1-(2)と H24-1-(4)で

は 2.5 N/mm2程度ありコンクリートの引張強度 ft=2.9 

N/mm2に近い値になった。さらに、グラフの初期勾配

が H25-3 や H25-10 よりも相当大きくなった。したが

って、付着によりコンクリートに伝達される引張応力

が大きかったことが、ひび割れ本数の増加をもたらし

たと考えられる。一方、H24-1-(3)では、初期勾配が小

さくなり、平均引張応力の最大値も小さい可能性があ

った。既往研究で、腐食の程度が小さければ無腐食に

比べて付着性状が向上するとの報告 13)があり、他の 2

試験体に比べて鉄筋の質量減少率が低かったことも 1

つの要因として考えられる。 

コンクリートが負担する平均引張応力 σctは、付着に

よって発生する応力であることから、平均付着応力 τb

は τb=α·σct（αは定数）と表すことができる。したがっ

て、図-33 の関係は、定性的には平均付着応力と鉄筋

の平均ひずみの関係に等しくなり、3 つの壁高欄の中

では H24-1 が最も平均付着応力が高いと判断するこ

とができる。 

比較した 3 体の壁高欄は、コンクリートの強度特性

は同程度であり、鉄筋の質量減少率についても大きな

差はなかった。一方、H24-1 では、ひび割れ分散性、

コンクリートが負担する引張力、外観変状に違いが見

られたのは、引張力を与えた鉄筋のかぶりが他よりも

小さかったことが影響した可能性がある。これまでに、

かぶりを考慮した付着応力－すべり－ひずみ関係に着

目した研究 14)も行われており、膨張を伴う腐食した鉄

筋の付着に与えるかぶりの影響については、今後、さ

らに検討が必要である。 

6．5 6 章のまとめ 

 本研究では、実際に凍害と塩害の複合劣化を受けた

壁高欄を用い、両引き付着試験を実施した。実験によ

り得られた結果は、以下のとおりである。 

(1) コンクリート表面のひずみ分布を測定し、鉄筋の

平均ひずみを推定する方法で、付着によりコンクリ

ートに伝達される平均引張応力と鉄筋の平均ひず

みの関係を導き出した。これにより、試験体毎の付

着性状の違いを評価することができた。 

(2) 複鉄筋長方形断面を有する RC 試験体の一方の鉄

筋に引張力を与え、偏心軸引張力を作用させる両引

き付着試験方法を行った。この方法では、引張力を

作用させる鉄筋より離れた位置のコンクリート表

面のひずみを安定して測定することができ、さらに

鉄筋の平均ひずみを推定できることを確認した。 

(3) コンクリートの強度特性、鉄筋の腐食程度にそれ

ほど差がなかった試験体について、付着性状の相違

が観察された。今後、付着に与えるかぶりの影響に

ついても検討する必要がある。 

 

7．まとめ 

 平成 26 年度の課題毎の取り組みと成果について、

以下に簡潔に述べる。 

(1) 複合劣化した壁高欄を模擬した試験体の衝撃載荷

実験について、凍結劣化程度を変化させた RC 梁

を用い、静的および漸増繰り返し衝撃載荷実験を

実施した。繰り返し衝撃実験では、損傷が集中す

る傾向が見られたため、今後、単一衝撃載荷実験

も実施する。さらに凍害劣化が進行した RC 梁の

衝撃載荷実験も実施する。 

(2) 複合劣化を受けた壁高欄の衝撃耐荷力の評価技術

として、複合劣化した壁高欄の衝撃耐荷力を評価

するため、凍害を受けたコンクリートの圧縮特性、

凍害・塩害を受けたコンクリートと鉄筋の付着特

性を把握した。 

(3) 衝撃耐荷力の診断技術については、劣化進行によ

る経時的な性能低下を維持管理におけるリスクと

して捉え、材料の劣化程度、構造の性能低下程度、

時間を関連付ける、劣化した RC 構造物の性能低

下マトリクスを提案した。マトリクスを要求性能

の優先順位の設定や性能低下に影響しやすい劣化

指標の決定に適用することで、壁高欄の維持管理

する方法を示した。 

(4) 補修工法の検討および補強対策時の衝撃耐荷力向

上効果の検証では、複合劣化の進行過程に着目し

て外観上の劣化パターン毎に材料の劣化状況を整

理することで、第三者に被害を及ぼす恐れのある

コンクリートの浮きが発生するときのコンクリー

トの劣化程度を示した。具体的には、コンクリー

トの圧縮強度と静弾性係数は、示方書の関係 5)に

近い傾向を示すことがわかった。 
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Abstract：The objective of this research is in order to maintain a RC bridge wall rail in sound condition even 

if it is affected by combined frost and salt actions.  In FY2014, the following items were investigated such as 

(1) an impact loading test of a specimen deteriorated by combined effects, (2) evaluation of impact loading 

capacity, (3) assessment of impact loading capacity and (4) a remedial measure and impact loading capacity 

of a reinforced RC bridge wall rail.  (1) The impact loading test of a small-sized RC beam was carried out.  

The beam specimens were damaged by freezing and thawing and their impact loading performances were 

examined.  (2) Experiments of actual RC bridge wall rails affected by combined frost and salt actions 

brought the properties of concrete in compression and bond between concrete and a rebar.  (3) Correlation of 

the material deterioration with the performance of deteriorated RC members was investigated in order to 

propose a method for assessment.  (4) Relationship between the deterioration degrees of concrete and a 

rebar was classified by degradation in appearance.  Further, a developing process of the combined 

deterioration was concentrated and maintenance indexes of materials were examined. 
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